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公立学校の児童・生徒１人当たりの
年間公費負担額（令和4年度）
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小学生
約941,000円

中学生
約1,086,000円

高校生（全日制）
約1,127,000円 教科書 先生の給料 実験器具や

顕微鏡など

（国税庁HP「わたしたちの生活と税」より）

（国税庁HP「わたしたちの生活と税」より）

（国税庁HP「わたしたちの生活と税」より）

●政府と家計、企業との関係

（令和4年度）

（令和5年度）

（令和5年度）

　家庭生活は、家族の労働収入によって維持されています。しかし、私たちの生活は、それだけに
よってまかなわれているわけではありません。
　私たちが、毎日安心して生活するためには、警察や消防、医療機関、学校、さらに身近なものと
しては、道路や橋、上下水道の施設、ゴミ処理なども必要です（公共サービス・公共施設）。これら
の仕事は、国や県や市町村が受け持っています。そして、国や県や市町村の仕事に必要な費用は、個
人や企業が税金として負担しているのです。



　税は、国を維持し発展させていくためには欠かせないものですから、憲法でも税金を納めるこ
と（納税）を国民の義務と定めています。
　この納税の義務は、勤労の義務、教育の義務とならんで国民の三大義務の一つとされていま
す。

　1872年に福澤諭吉が発表した『学問のすすめ』の中に、税金とは国と国民との約束であると述べ
られています。

※資料提供：福澤諭吉旧居・福澤記念館

ついえ

ねん　ぐ　 うん じょう　　　 いだ まかな

砺波市議会

いえるでしょう。



※消費税等とは、消費税（国税）と地方消費税（地方税）のことを
いいます。
※消費税の税率は7.8％、地方消費税の税率は2.2％、これらを
合わせて10％の税率になります。
　なお、私たちの生活に欠かせない食料品などの税率は8％と
されています。

　「消費税」は、消費一般に広く公平に負担を求める
間接税で、最終的には、商品を消費したり、サービス
の提供を受けたりする消費者が負担し、事業者が納税
します。事業者は、消費者等から受け取った消費税等
と商品などの仕入れのときに支払った消費税等との差
額を納税することになります。

　私たちは、買い物やレストランで食事をしたときは「消費税・地方消費税」を支払っています。ま
た、社会に出て働くようになると所得に応じて「所得税」を支払うようになります。
　このように私たちが暮らす社会にはいろいろな種類の税がありますが、大きく次の分類方法があ
ります。
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（国税庁HP「税の学習コーナー」より）

●消費税の仕組み



子ども・子育て支援・医療・介護
年金などの費用へ

税の種類と分類



　令和７年度一般会計予算の歳入のうち、一番多
くを占めるのが｢租税･印紙収入｣、つまり、｢所得
税」や「消費税」などの税金で67.6％、その次に
多くを占めるのが「公債金収入」で24.9％となっ
ています。

令和7年度

115兆1,978
億円

　国が必要な経費の不足分を補うために公債（国債）を発行
して得る収入をいいます。つまり、国が国民から借金をして
いるのです。
　令和7年度末の公債（国債）の残高は約1,129兆円になる
と見込まれます。この額は１万円札にして積み上げると、富
士山の約2,989倍となり、横にすると、東京からニューヨー
クに届く距離となります。（100万円の厚さ約1㎝）

28兆2,179億円
（24.5％）

18兆8,728億円
（16.4％）

9兆4,024億円
（8.2％）

（22兆6,660億円）
（19兆2,450億円）
（1兆300億円）

（28兆6,471億円）

●令和７年度
　国の一般会計予算歳入内訳



（財務省「日本の財政関係資料　令和７年度一般会計予算」より）

6兆858億円
（5.3％）

8兆6,691億円
（7.5％）

5兆6,560億円
（4.9％）

38兆2,938億円
（33.2％）

115兆1,978億円
（24兆9,080億円）
（3兆4,610億円）
（6兆5,089億円）
（8兆7,318億円）

115兆1,978
億円

令和7年度

　国会で決められた令和7年度の一般会計予算
の歳出総額は、115兆1,978億円です。その内容
を見ると社会保障関係費が最も大きな割合を
占めます。
　日本の社会保障制度は、憲法第25条の「すべ
て国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営
む権利を有する。」に基づき整備され、医療保険
や公的年金などの社会保険が大きな柱となって
います。

115兆1,978億円

●令和７年度
　国の一般会計予算歳出内訳
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国や県の財政

富山県の財政と仕事をみてみよう

教育費

商工・労働費

その他

民生・衛生費

地方交付税

国庫支出金

県　税
その他

公債費農林水産業費

県　　　税

地方交付税

県　　　債

国庫支出金

　私たちにとって身近な教育や文
化の振興のための費用です。県で
は、県立高等学校の改修や私立学
校の補助などを行っています。

　小・中学校の経費は、主に市町
村が支出しますが、公立の小・中
学校の先生の給与は県が３分の２
（残りは国が負担）を負担してい
ます。

　県債の元本を返済し、利子を支
払うための費用です。

教　育　費

公　債　費

県　債

警察費

土木費

　富山県が仕事を行うための予算は、毎年４月から翌年の３月までの期間を一つの年度として作ら
れます。選挙で選ばれた議員が県議会で予算を審議・議決することによって、いろいろな仕事が行
われることになります。
　令和７年度の一般会計予算は6,007億円で、前年度の当初予算に比べると2.0％減となっています。

一般会計予算歳入（令和７年度）

　県税収入は、歳入予算全体の26.7％を占め、富山
県の重要な財源になっています。

　事業税や自動車税など、県に納
める税金のことをいいます。

　国が地方に代わって徴収する税
金の一部を、国から財源不足の県
に交付するもので、地域の公共サ
ービスに格差を生じないように調
整する役割があります。

　県が行う公共事業、社会保障、
教育などについて、国が使い道を
指定して交付する補助金や負担金
です。

　県が資金調達のために負担する
債務のことをいいます。つまり
「県の借金」のことです。

１,457億円
（２4.3％）

579億円
（9.6％）

1,606億円
（２6.7％）1,904億円

（３1.7％）

461億円
（７．7％）

一般会計予算歳出（令和７年度）

788億円
（13.1％）

1,124億円
（18.7％）

611億円
（10.2％）

898億円
（１4.9％）

１,０73億円
（17.9％）

914億円
（15.2％）

270億円
（4.5％）

329億円（5.5％）

歳入
6,007
億円

歳出
6,007
億円

（富山県HP「令和7年度富山県予算」より）

（富山県HP「令和7年度富山県予算」より）

●令和７年度
　富山県の一般会計予算歳入内訳

●令和７年度
　富山県の一般会計予算歳出内訳
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　税金は、それを納めたり、また、いろいろな公共的なものに使われたりすることにより、国民の
経済に対してさまざまな働きかけをすることになります。

　私たちの生活の中には、道路や上下水道、あるいは警
察・教育など、民間の力だけではなかなかできないよう
なサービスがありますが、財政は、これらのサービスに
資源を適切に配分する働きをもっています。税金はこの
資源を確保するという役割をもっています。

税
金
が
増
え
る 税

金
が
減
る

景気の加熱を防ぐ

景気をよくする

好況

不況　

所得再分配

福祉 福祉
所得所得

税税

公共サービス・公共施設の提供

所得税などでは、所得の多い人には高い負担を、
所得の少ない人には小さい負担をしてもらう累進
課税制度が採られています。
　また、歳出面では、社会保障の支出を通して所
得の少ない人の生活を保障しています。
　このように、税金には、人々の所得を再分配す
る働きがあり、国民の間の所得の開きを縮める役
割を果たしています。

所得の調整
　景気のよい時には、所得が伸びるので税の
負担が増え、景気の加熱を防ぎます。逆に景
気の悪い時には、
所得が減るので
税金の負担が減
り、景気の落ち
込みを緩める働
きをします。
　また、歳出面
では、政府の支
出を増やすなど
して景気をよく
することもでき
ます。

景気の調整

財政の役割

税金のはたらきを考えてみよう　

商工・労働費

　少子高齢社会への対応や子
どもを生み育てやすい環境づ
くりなどのための費用です。

　産業の活性化、雇用の安定
のための費用です。

　私たちが快適に過ごせるよ
うに道路や河川の整備、公園
や下水道の整備などを行うた
めの費用です。

土　木　費

　新鮮で安全な食料の提供や
水資源のかん養、国土の保全
などのための費用です。

　交通事故の防止や生命・財
産などを守るための費用で
す。

農林水産業費

警　察　費

民生・衛生費



30.8

17.3

9.1
5.7

37.1

1.3

6.6 3.6
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37

●老齢人口（65歳以上）の
　総人口に占める割合の移り変わり

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より）

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より）

　一方、近い将来の働き手となる子どもの出生
率は急激に下がっています。
　このように高齢者が急に増え、反面、年少者
が減るという現象は将来の社会に大きな問題を
投げかけています。

2023

　我が国の財政は、税収が伸び悩む一方、歳出額
は年々増加の傾向にあり、国の財政赤字は拡大し
ています。
　この財政赤字は公債の発行（国民などからの借
金）でまかなわれており、令和 7 年度の予算で
は、一般会計歳入の25％、金額にして約29兆円を
公債の発行に頼っています。
　また、この公債の発行は毎年行われるために、
令和 7 年度末の公債残高は約1,129兆円にも膨れ
上がると見込まれており、この借金の返済は、将
来の国民にとって大きな負担となってしまいます。



（注1）日本は2021年度実績値。諸外国はOECD資料
　　　による2021年推計値。
（注2）四捨五入の関係上、各項目の計数の和が100％
　　　にならないことがある。

（注1）日本は2022年度実績値。諸外国はOECD資
　　　料による2022年実績値。
（注2）四捨五入の関係上、各項目の計数の和が合
　　　計値と一致しないことがある。
（注3）老年人口比率は、日本は総務省「人口推計」、
　　　諸外国は国際連合  ”World Population　
　　　Prospects 2024”による。
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●所得・消費・資産課税等の税収構成比の
　国際比較

●国民負担率の国際比較

（財務省HP「わが国の税制・財政の現状全般に関する資料」より）

（財務省「国民負担率（対国民所得比）の内訳の国際比較」より）

48

老 年 人 口 比 率

３ 53 34 13



表紙写真 ： 黒部市立清明中学校、黒部市立明峰中学校

（税率3％）
（税率5％）

　　  （平成26年） 消費税率が8％に引き上げられた。

　　  （令和元年）  消費税率が　 ％に引き上げられた。
　　　　　　　　 ただし、食料品等の購入には軽減税率（8％）が適用された。

平  成  時  代

昭  和  時  代

大  正  時  代

明  治  時  代

江  戸  時  代

大化の改新以降

鎌  倉  時  代
室  町  時  代

令 和 ～ 現 代

（アドレス）  https://www.pref.toyama.jp/sections/1107/sosuikyo/


